
東洋電機製造株式会社
代表取締役社長 渡部 朗

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
第163期の事業の概況につきましてご報告申し上げます。

証券コード：6505

第163期の事業ご報告
［ 2023年6月1日〜2024年5月31日 ］

株主の皆様へ

為替差益の計上等により親会社株主に帰属する当期純利益
は9.3億円で前年同期から増益となりました。

当社グループでは、2026年5月期を最終年度とする「中期
経営計画2026」において、「新しい事業・製品の拡大」と「既
存事業の徹底した収益体質の改善」を進め、「資本コストを意
識した資産効率の改善」を行うことで、ROE8％をめざして取
り組んでおります。

なお、当期の期末配当については、継続的かつ安定的に配
当性向30％以上の配当という基本方針に則り、1株当たり30
円とさせていただきました。株主の皆様におかれましては、引
き続きご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2024年5月期（2023年6月1日～2024年5月31日）に
おける我が国経済は、景気の緩やかな回復基調が継続したも
のの、海外景気の下振れによる影響や原材料価格等の高騰、
為替の急激な変動等により、依然として先行き不透明な状況
が続きました。

このような環境のもと、当社グループにおいては、海外向け
の大口案件もあり、受注は大幅に増加いたしました。また、一
部の部材不足による売上への影響は継続しましたが、状況は
改善に向かっております。

受注高は前年同期から大幅に増加して440億円、売上高は
321億円と前年同期比で増収となりました。採算性の向上等
により営業利益は9.2億円で増益、持分法による投資利益や
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�親会社株主に帰属する当期純利益
 （単位：百万円）
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営業利益	 （単位：百万円）

■ 連結業績ハイライト
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※当社グループの事業領域をより適切に表示するため、従来「情報機器事業」としておりました報告セグメントの名称を2023年5月期より「ICTソリューション事業」に変更
しております。

事業別では、交通事業ではインドネシア向け大口案件の受注
により受注高が前年同期から大幅に増加して307億円、売上高
は207億円で増収、セグメント利益は人的資本投資の拡充により
人件費は増加したものの、粗利率の改善等により23.8億円で前
年同期から増益となりました。

産業事業は受注高が120億円で前年同期から増加、売上高は
102億円で増収、セグメント利益は採算性の向上等により10.3
億円で前年同期から大幅増益となりました。

ICTソリューション事業は前期スポット案件の反動減により受注
高が12億円で前年同期から減少、売上高は11億円、セグメント
利益は3.1億円で前年同期から減収減益となりました。

■ セグメント別の概況
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事業別
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中期経営計画2026の進捗について
 （期間2023年5月期～2026年5月期）

2023年5月期にスタートさせた中期経営計画2026は前半2年間が終了しました。収益力の強化や資産効率改善の取組みを
進め、順調に進捗しております。後半2年間も最終年度の目標達成に向けて、グループ一丸となり取り組んでまいります。
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●	業績推移と予想
当社は継続的かつ安定的に配当性向30％以上の配当を行
うことを基本方針としています。
2025年5月期は業績予想とその基本方針を勘案し、10円
増配の1株当たり40円配当の予想としております。
今後も基本方針に基づき、利益の拡大による増配を実現し
ていくことで、より一層株主還元を充実してまいります。

（単位：円）
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●	株主還元の充実

中期経営計画2026
連結業績目標 2026年5月期 目標に向けた2024年5月期の状況

売上高 400億円 期初計画を下回ったものの、受注残高は大幅に増加（期初計画 345億円）

営業利益率 5％ 人的投資を実施しつつ、適正な売価転嫁等の取組みにより回復傾向

ROE 8％ 対前期では微増、中計目標達成に向けて計画的に進捗
微増にとどまった要因  中国事業の構造改革に伴う特別損失計上

株主の皆様に当社へのご理解を一層深めていただ
くことを目的として、工場見学会を開催いたします。
対象の方へはご案内と応募はがきを同封しておりま
すのでご確認ください。
皆様のご応募を心よりお待ちしております。

株主様限定工場見学会のご案内

日　程 2024年10月31日（木）

場　所 横浜市金沢区　当社横浜製作所

対象者
2024年5月31日現在、
当社株式100株（1単元）以上を
保有の株主様ご本人

❶ 多様な人材の活躍促進 
❷ 技術を活かしたイノベーション創出
❸ 安定調達と高品質なものづくり
❹ 脱炭素社会への貢献
❺  社会・ステークホルダーに対し 

責任ある企業活動の実行

持続的成長と企業価値向上に向け、優先的に対処すべき
5つの重要課題（マテリアリティ）を決定しました。
今後もサステナビリティ経営を推進してまいります。

マテリアリティの決定

詳しくは
こちらから

※売上高321億40百万円は、その他事業収益5百万円を含む
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�会社概要
本 社 東京都中央区八重洲一丁目4番16号

（東京建物八重洲ビル）
創立年月日 1918年6月20日
資 本 金 49億9,839万円
従 業 員 数 単体 791名

連結子会社 356名
連結計 1,147名

�子会社・関連会社
常州朗鋭東洋伝動技術有限公司 中華人民共和国 江蘇省常州市
北京京車双洋軌道交通牽引設備有限公司 中華人民共和国 北京市
成都双洋軌道交通装備有限公司 中華人民共和国 四川省成都市
成都永貴東洋軌道交通装備有限公司 中華人民共和国 四川省成都市
中稀東洋永磁電機有限公司 中華人民共和国 江蘇省常熟市
SIAM TOYO DENKI Co., Ltd. タイ王国 バンコク市
TOYO DENKI RAILWAY SERVICE, LLC. アメリカ合衆国 ペンシルベニア州

�役員�（2024年8月28日現在）

代 表 取 締 役 社 長 渡　部　　　朗
取 締 役 会 長 寺　島　憲　造
取締役専務執行役員 谷　本　憲　治
取締役常務執行役員 貫　名　　　純
取 締 役（ 社 外 ） 水　元　公　二
取 締 役（ 社 外 ） 間　狩　泰　三
取 締 役（ 社 外 ） 町　田　悠生子
常勤監査役（社外） 小　林　　　仁
常 勤 監 査 役 髙　木　俊　晴
監 査 役（ 社 外 ） 阿　部　公　一
監 査 役（ 社 外 ） 長谷川　惠　一
執行役員
常 務 執 行 役 員 堀　江　修　司
常 務 執 行 役 員 奥　山　直　樹
常 務 執 行 役 員 中　西　俊　人
常 務 執 行 役 員 畠　山　卓　也
執 行 役 員 中　納　千　秋
執 行 役 員 今　泉　博　之
執 行 役 員 大　塚　貴　敏
執 行 役 員 山　井　俊　典
執 行 役 員 大　塚　明　裕
執 行 役 員 大　川　英　治
執 行 役 員 藪　井　誠一郎
執 行 役 員 柿　沼　　　忠
執 行 役 員 浅　倉　敏　章

〒103-0028　東京都中央区八重洲一丁目4番16号 （東京建物八重洲ビル）

東洋工機株式会社 神奈川県平塚市
泰平電機株式会社 東京都板橋区
東洋産業株式会社 東京都大田区
株式会社ティーディー･ドライブ 滋賀県蒲生郡竜王町
東洋商事株式会社 神奈川県横浜市金沢区
洋電貿易（北京）有限公司 中華人民共和国 北京市
常州洋電展雲交通設備有限公司 中華人民共和国 江蘇省常州市

�連結子会社

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
東日本旅客鉄道株式会社 973 10.43
東洋電機従業員持株会 508 5.45
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 453 4.86
東洋電機協力工場持株会 353 3.79
日本生命保険相互会社 337 3.62
株式会社三菱UFJ銀行 270 2.89
三信株式会社 270 2.89
株式会社横浜銀行 207 2.22
オークラヤ住宅株式会社 206 2.20
本間　常夫 153 1.64

（注）持株比率は、当社保有の自己株式数（406千株）を控除して計算しております。

大株主の状況

�株式の状況 発行可能株式総数 36,000,000株
発行済株式の総数 9,735,000株
株 主 数 6,159名

会社概要／株式情報

株主メモ
事 業 年 度 6月1日～翌年5月31日
期末配当金受領株主確定日 5月31日
中間配当金受領株主確定日 11月30日
定 時 株 主 総 会 毎年8月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座 口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1

 0120-232-711（フリーダイヤル）
郵送先：〒137-8081
新東京郵便局私書箱29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
公 告 の 方 法 電子公告により行います。  

公告掲載URL  
https://www.toyodenki.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、
その他のやむを得ない事由が生じたときには、
日本経済新聞に公告いたします。）

WEBサイトのご案内
当社の情報は以下のサイトでご覧いただけます。

https://www.toyodenki.co.jp/東洋電機製造

（2024年5月31日現在）

1.住所変更、住居表示変更について
ご住所が変更になったときには、お早めに「住所変更」のお手続きをお願いい
たします。お手続きされないと、株主様へのご案内がお手元に届かないことが
あります。お手続きに必要な書類等についてはお取引の証券会社までお問い
合わせください。
なお、特別口座で管理されている株式に関しては、特別口座管理機関・三菱
UFJ信託銀行株式会社（左記「連絡先」ご参照）までご連絡ください。
2.単元未満株式の買取ご請求について

（1） 特別口座に記録された単元未満株式は、所定のお手続によって時価にて売
却（買取請求）することができます。（手数料は無料です。）お手続の詳細につ
きましては、三菱UFJ信託銀行株式会社（左記「連絡先」ご参照）までお問
い合わせください。

（2） 証券会社等の口座に記録された単元未満株式の売却（買取請求）につきまし
ては、口座を開設されている証券会社等までお問い合わせください。手数
料につきましては、各証券会社等までお尋ねください。

3.上場株式配当等の支払いに関する通知書について
租税特別措置法の2008年改正（2008年4月30日法律第23号）により、2009
年1月以降にお支払いする配当金について、株主様あてに配当金額や源泉徴収
税額等を記載した「支払通知書」を送付することが義務づけられました。
配当の都度、「支払通知書」を兼ねる「配当金計算書」を送付いたしますので
ご覧ください。
なお、「支払通知書」（配当金計算書）は、確定申告を行う際の添付資料としてご使
用いただくことができますので、大切に保管くださいますようお願いいたします。

株式事務に関するご案内
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